「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	（５）　安定した居住場所の確保

	
	　　①　ホームレス自立支援センターによる宿所の確保

	実施計画内容
	· ホームレス自立支援センターにおいて、宿所や食事、入浴、散髪など日常生活に必要なサービスを提供するとともに、公営住宅や低廉な民間賃貸住宅の情報提供や退所後の生活に関する相談など、退所後の居住場所を確保するために必要な支援を行う。

	事業実績
	・ホームレス自立支援センター「おおいずみ」(Ｈ21年度末で廃止)において、センター利用者との面談により、個々の生活状況を十分に把握するとともに、その状況に応じた処遇を図るため総合評価（アセスメント）を行い、就労及び福祉施設へ誘導を図りつつ、宿所及び食事の提供、入浴、散髪などの日常生活に必要なサービスを提供した。
・公営住宅や低廉な家賃の民間賃貸住宅等に関する情報を提供した。

	事業効果
	・ホームレス自立支援センター「おおいずみ」(H17.3～H22.3)利用者(総入所者数590人)に対し、宿所や食事、入浴、散髪などの日常生活に必要なサービスを提供し、入所期間中の居住場所の確保と自立支援に努めた。
＜ホームレス自立支援センター「おおいずみ」の運営状況 H17.３～H22.3＞【再掲】

退所

事由

ホームレス状態から脱却

目標未達成

計

就労

生活保護

入所・

入院等

年金

受給等

施設

判断

自主

判断

人数

234

65

118

44

12

117

590

461（78.1%）

129（21.9%）



	担当部室課
	福祉部地域福祉推進室社会援護課


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票
	実施計画項目
	（５）　安定した居住場所の確保

	
	　　②　生活保護の適用による居宅保護等の実施

	実施計画内容
	· 居宅場所の確保と日常生活に必要な保護費等を給付するなど、居宅保護を適切かつ適正に実施する。
· 生活状況や生活能力から、直ちに居宅生活を送ることが困難と判断される場合には、その状況に応じ、保護施設等における保護を行う。

	事業実績
	・ホームレス巡回相談指導事業やホームレス緊急一時宿泊事業の利用を経て、本人の申請にもとづき生活保護の決定を行い、居宅生活が可能と判断されるホームレスに対しては、巡回相談指導事業による支援により、居宅の設定を行った。
・本人の心身の状況により、直ちに居宅生活を送ることが困難であると、福祉事務所が判断した者については、入院、又は救護施設等保護施設への施設入所による保護を実施した。

	事業効果
	・要保護状態にあるホームレスからの申請にもとづき、適正に居宅保護又は施設保護を行うことによりホームレス状態からの脱却を図ることができた。
＜路上生活からの脱却状況＞（大阪市を除く府域４ブロック）【再掲】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(人)　　　　　　　　　　　　　

H21
H22
H23
H24
生活保護に　よる居宅設定
124
216
130
103
施設入所
14
33
44
41
入院
153
105
77
88


	課題・問題点
	・要保護状態にありながら福祉事務所への相談を拒む者がいること。

	今後の取り
組み方向
	・社会との関わりを望まないホームレスに対しては、ホームレス自らが自立生活を目指すことができるよう、側面からの粘り強い相談支援を行うとともに、健康状態の悪化や災害などの緊急時に　適切な支援につなぐことができるよう、見守り支援を継続する。

	担当部室課
	福祉部地域福祉推進室社会援護課



「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	（５）　安定した居住場所の確保

	
	　　③　公営住宅の入居支援

	実施計画内容
	○大阪府営住宅等の公営住宅において、公営住宅法の趣旨を踏まえ、応募や入居手続きに関して柔軟な対応を図るとともに、その募集等に関する情報を巡回相談指導事業やホームレス自立支援センターを通じ提供する。

	事業実績


	○府営住宅の入居者資格審査において、平成１６年５月募集から次のように取り扱うこととしている。

①住所及び保証人については、ホームレス自立支援センター等の証明等で対応

②生活保護受給者の入居資格要件（単身資格、収入）は、生活保護受給証明書で対応

③その他の者の入居資格要件（単身資格、収入）は、原則として確認書類の提出を求めるが、特別な事由により提出が困難な場合、ホームレス自立支援センター等の証明により対応

なお、敷金については、各個人の状況に応じて徴収を猶予する制度を設けている。

○募集等に関する情報については、ホームページに掲載するとともに、募集案内を市町村

を通じ府民へ配布している。

	事業効果
	○入居資格要件の緩和措置を講じることにより、ホームレスの居住場所の確保の拡大につながっている。

	課題・問題点
	　

	今後の取り
組み方向
	○大阪府営住宅申込みにあたり、応募や入居手続きに関して柔軟な対応を図る。

○市町営住宅においても、同様の取扱いがなされるよう研修会等にて啓発を図る。

○府営住宅等公営住宅の募集等に関する情報については、巡回相談指導事業を通じて、提供する。

	担当部室課
	住宅まちづくり部住宅経営室経営管理課

住宅まちづくり部居住企画課

福祉部地域福祉推進室社会援護課


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	（５）　安定した居住場所の確保

	
	　　④　賃貸住宅の情報提供等

	実施計画内容
	· 公的賃貸住宅に関する情報を巡回相談指導事業やホームレス自立支援センターを通じ情報提供する。

· 市町村や民間賃貸住宅に関わる団体等と連携し、地域における低廉な家賃の民間賃貸住宅等に関する情報を巡回相談指導事業やホームレス自立支援センターを通じ提供する。

· 民間賃貸住宅に関わる団体に対し、団体の会員等に対する研修会等の場を通じ、法及び本計画の趣旨等を周知するよう要請するとともに啓発活動を行う。

	事業実績


	・堺市のホームレス自立支援センター「おおいずみ」を通じて低廉な民間賃貸住宅に関す
る情報を、不動産関連団体の協力の下、物件情報を一覧表で提供した。

注)堺市内のホームレス自立支援センター「おおいずみ」はＨ21年度末で廃止となった。
・巡回相談指導事業を通じて、公的賃貸住宅や低廉な民間賃貸住宅に関する情報を　　提供した。



	事業効果
	・ホームレス自立支援センター「おおいずみ」や巡回相談指導事業を通じて提供された
低廉な家賃の民間賃貸住宅等の情報により、居宅を確保することができた。

	課題・問題点
	

	今後の取り
組み方向
	・公的賃貸住宅や民間賃貸住宅に関する情報について、巡回相談指導事業などを通じて

提供する。

・民間住宅へ入居する際に必要となる保証人が確保されない場合は、家賃債務保証制度

の活用を図るとともに、民間保証会社に関する情報を巡回相談指導事業などを通じて提供

する。

・民間賃貸住宅に関わる団体に対し、「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法」及び本計画の趣旨等に関して情報提供を行う。

	担当部室課
	住宅まちづくり部居住企画課

福祉部地域福祉推進室社会援護課


※上記「路上生活からの脱却状況」の表には、巡回相談指導事業により支援した緊急一時宿泊事業(H22.1～)　　利用者を含む。
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